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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

　当社代表取締役社長金尾尚明は、当社グループの財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業

会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び

監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に

係る内部統制を整備及び運用しております。

　なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的な

範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

防止または発見することができない可能性があります。　

　

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

（１）評価の基準日

　　　財務報告に係る内部統制の評価の基準日は平成22年１月31日であります。

（２）評価の基準

　　　我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。

（３）評価の手続

　　　①全社的な内部統制

　　　　イ．評価の範囲

　全社的な内部統制は、全ての事業拠点（当社グループにおいては、当社においては１つの事業部を、ま

た、連結子会社においては１つの会社を１つの事業拠点とみなす。以下同様）については全社的な観点

で評価するのが原則ですが、連結子会社の売上高（連結消去後）の合計が、連結売上高に占める割合に

おいて５％未満となる場合は、財務報告に対する影響の重要性が僅少であるため、評価対象としており

ません。

　以上の観点から、当社のみを評価対象とし、JPN, INC.及びISHII HYOKI (THAILAND) CO., LTD.は評価

対象外としております。

　　　　ロ．評価手続

　全社的な内部統制に係る評価項目を定め、当社内部監査室による担当部署または関連部署の責任者ま

たはこれに準ずる者に対する質問及び記録の検証等を行い、整備状況及び運用状況の両面から評価を実

施しております。

　　　②決算・財務報告プロセスに係る内部統制

　　　　イ．評価の範囲

　全社的な観点で評価することが適切と考えられる決算・財務報告プロセスに係る全社的な内部統制に

ついては、全社的な内部統制において選定した評価範囲と同一とし、固有の業務プロセスとして評価す

べき項目の評価範囲については、財務報告に対する影響が僅少ではないとの判断から、見積りや将来予

測を伴う重要な勘定科目に係る仕訳または項目としております。

　　　　ロ．評価手続

　全社的な観点で評価すべき項目の評価手続については、決算・財務報告プロセスに係る全社的な内部

統制における評価項目を定め、前述の全社的な内部統制の評価方法に準じた評価を実施しております。

　また、固有の業務プロセスとして評価すべき項目の評価手続については、後述の業務プロセスに係る内

部統制の評価方法に準じた評価を実施しております。

　　　③業務プロセスに係る内部統制

　　　　イ．評価の範囲

　業務プロセスに係る内部統制の評価の対象とする事業拠点については、全社的な内部統制の評価が概

ね良好であることから、重要性の判断基準として連結売上高に対する一定割合を概ね３分の２と捉え、

３事業拠点を評価対象として選定しております。

　なお、選定された事業拠点は「一般的な事業」を運営していると捉えられることから、売上、売掛金お

よび棚卸資産に至る業務プロセスを評価対象としております。
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　　　　ロ．評価手続

　全社的な内部統制の評価を踏まえ、評価対象となる内部統制の範囲内にある業務プロセスを分析した

上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を選定し、当該要点について整備及び運用

の状況を評価することによって、当該業務プロセスに係る内部統制の有効性を評価しております。

　なお、業務プロセスに係る内部統制の整備状況評価については、評価対象の業務プロセスを実行してい

る事業拠点において、当社内部監査室による関連文書の閲覧、担当者への質問及び観察等を通じて評価

しております。

　また、業務プロセスに係る内部統制の運用状況評価については、サンプリングにより十分かつ適切な証

拠を入手するとともに、必要に応じて、関連文書の閲覧、当該内部統制に関係する適切な担当者への質

問、業務の観察、内部統制の実施記録の検証等を実施し、評価しております。

　　　④ＩＴに係る内部統制について

　　　　イ．評価の範囲

　評価の範囲は、全社的な内部統制と同じく当社のみとし、その中で処理金額、利用範囲、複雑性及び可用

性等を総合的に検討し、当社の日常業務に使用される情報システムのうち、会計システム、債権債務シス

テム及び生産管理システムを評価対象としております。

　　　　ロ．評価手続

　評価対象として選定された情報システムに係る内部統制の整備状況については、当社内部監査室によ

るシステム管理者またはシステム担当者への質問及び関連文書の閲覧等を通じて判断し、評価しており

ます。

　また、評価対象として選定された情報システムに係る内部統制の運用状況については、システム管理者

またはシステム担当者への質問、内部統制の記録の実証及び調査等を実施するとともに、必要に応じて

サンプリングによる検証を実施し、評価しております。　

　

３【評価結果に関する事項】

　上記評価の結果、当社代表取締役社長金尾尚明は、平成22年１月31日現在の当社グループの財務報告に係る内部統制

は有効であると判断いたしました。

　

４【付記事項】

　当社は、平成22年２月５日の取締役会において、エクセル株式会社から平成22年５月６日を効力発生日として会社分

割し、新たに設立される太陽電池ウェーハ事業会社の発行済株式の全てを取得し、同社を連結子会社とする予定であ

ります。この子会社の取得は、翌期以降の当社グループの財務報告に係る内部統制の有効性の評価に重要な影響を及

ぼす可能性があります。　

　

５【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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